
　
　

第23期定時株主総会招集ご通知に関しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

　

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表
　

(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)
　

ハウスコム株式会社
　

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款
第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（アドレスhttps://www.housecom.co.jp/）に掲載することによ
り株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社
連結子会社名 ハウスコムテクノロジーズ株式会社

エスケイビル建材株式会社
株式会社宅都
　なお、当連結会計年度より、2021年３月１日付で株式を取得した株式会社
宅都を連結の範囲に含めております。

（2）非連結子会社の名称等
該当事項はありません

（3）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、エスケイビル建材株式会社の決算日は12月31日です。連結計算書類の作成にあたっ
ては、同決算日の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結
上必要な調整をしております。また、連結子会社のうち、株式会社宅都の決算日は９月30日です。連結計算
書類の作成にあたっては、２月28日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

（5）会計方針に関する事項
1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
そ の 他 有 価 証 券 時価のないもの

移動平均法による原価法
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 先入先出法による原価法
未 成 業 務 支 出 金 個別法による原価法
貯 蔵 品 最終仕入原価法

　 なお、貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によっております。
2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採
用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 2～18年
構築物 10～20年
工具、器具及び備品 3～20年
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② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５～10年）に基づいております。

③ リ ー ス 資 産 所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

④ 長 期 前 払 費 用 均等償却によっております。
3) 重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込
額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る負債の計上基準 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費
用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異の会計処理方法
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、
純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に
係る調整累計額に計上しております。
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小規模企業等における簡便法の採用
　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
　算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
　務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。

③ 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
ます。

④ のれんの償却方法及び償却期間 投資効果の発現する期間を合理的に見積もり、８～15年間
の定額法による償却を行っております。

⑤ 完成業務高及び完成業務原価の計上基準
　 工事完成基準を採用しております。
⑥ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．表示方法の変更
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日 企業会計基準委
員会） を当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積り
に関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計
年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　株式会社宅都の取得に伴うのれん 762,768千円
　当該のれんの価額は、将来キャッシュフローを現在価値に割り引くこと等により評価した企業価値に基づ
く株式会社宅都の取得価額から、企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の純額を控除して算定
しており、将来キャッシュ・フローは事業計画、当該計画で示された期間後については継続価値を基礎とし
て算定しております。当該事業計画は、転居需要が従来の需要変動の範囲内で推移するとともに、代替的な
新規参入業者が株式会社宅都の競争優位を著しく阻害することはないものとの仮定に基づいております。当
該見積りに使用された主な仮定は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、
結果として当該事業計画と実績との間で著しい乖離があるものと判断される場合、翌連結会計年度の連結計
算書類において、減損損失として計上することとなる可能性があります。

４．追加情報
　（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
　新型コロナウイルス感染症による影響は、連結計算書類作成日現在におきましても継続しており、当社グ
ループの営業活動に影響を及ぼしております。当社グループでは、固定資産の減損、繰延税金資産の回収可
能性、有価証券の評価等の会計上の見積りについて連結計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実
施していますが、新型コロナウイルス感染症による影響は、2021年４月23日に発令された緊急事態宣言解
除後、ワクチン接種の普及拡大を経て緩やかに回復し、翌連結会計年度末までに収束するものと仮定し、会
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計上の見積りを行っております。
　しかし、新型コロナウイルス感染症の広がりや収束時期等の見積りには不確実性を伴うため、実際の結果
はこれらの見積りと異なる可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
（1）たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

商 品 2,349千円
未 成 業 務 支 出 金 17,076千円
貯 蔵 品 53,694千円

計 73,119千円
（2）担保に供されている資産

宅地建物取引業法に基づく営業保証金等は次のとおりであります。
営 業 保 証 金 968,100千円

計 968,100千円
（3）有形固定資産の減損損失累計額

連結貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。
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（4）当座貸越契約
　当社におきましては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 300,000千円
借 入 実 行 残 高 －千円

差 引 額 300,000千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式及び自己株式に関する事項

当期首 増加 減少 当期末

発行済株式

　普通株式（株） 7,790,000 － － 7,790,000

自己株式

　普通株式（株） 64,238 200 17,300 47,138

（注）１．普通株式の自己株式の増加数は、特定譲渡制限付株式報酬の無償取得による増加200株でありま
す。

２．普通株式の自己株式の減少数は、特定譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分による減少
17,300株であります。

（2）新株予約権等に関する事項

内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当期末残高
（千円）当期首 増加 減少 当期末

2014年ストック・オプション
としての新株予約権 普通株式 31,000 － － 31,000 8,369
2015年ストック・オプション
としての新株予約権 普通株式 11,200 － － 11,200 7,341
2016年ストック・オプション
としての新株予約権 普通株式 11,400 － － 11,400 6,793
2017年ストック・オプション
としての新株予約権 普通株式 10,600 － － 10,600 8,766

合計 64,200 － － 64,200 31,271
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（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年６月19日
定時株主総会 普通株式 139,063 利益剰余金 18.00 2020年３月31日 2020年６月22日

2020年10月29日
取締役会 普通株式 139,375 利益剰余金 18.00 2020年９月30日 2020年12月３日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
該当事項はありません。
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入れ
による方針です。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である「受取手形及び営業未収入金」は、取引先の信用リスクに晒されています。当該リスク
に関しては、担当部署が取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っています。また、債権の回収期日が到
来してもなお未回収である場合には、現況を調査し関係部門と連絡を密にして回収確保の処理を図ってお
ります。
　「投資有価証券」である株式は、「その他有価証券」に区分しています。発行体の信用リスク、為替変
動リスクに晒されていますが、計上金額が僅少であるためリスクは軽微であります。
　「営業保証金」は、宅地建物取引業法の規定による供託預け金を、現金にて国へ預け入れているもので
あり、リスクは軽微であります。
　「差入保証金」は、店舗・駐車場・社宅の借入れの際に生じる敷金のうち返還される部分の金額を計上
したものであり、信用リスクに晒されていますが、取引開始時に信用判定を行うとともに契約更新時その
他適宜契約先の信用状況の把握に努めております。なお、店舗の借入れに伴う出店は、当社の出退店規程
に基づき、現地調査の結果をもとに経営会議にて決定しております。また、駐車場・社宅の借入れは社内
申請を基に決定しております。
　営業債務である「営業未払金」は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。
　「未払金」「未払費用」「未払法人税等」は、営業取引以外の取引により生じた債務であります。
　「預り金」は、お客様からお預りした預り金であり、「従業員預り金」は、従業員から預った預り金で
あります。
　なお、営業債務や営業以外の取引により生じた債務は、資金調達に係る流動性リスクに晒されています
が、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しています。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照)。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

① 現金及び預金 4,170,718 4,170,718 －

② 受取手形及び営業未収入金 358,935

　 貸倒引当金（＊） △5,557

353,377 353,377 －

③ 営業保証金 968,100 924,456 △43,643

④ 差入保証金 662,255 632,400 △29,855

資 産 計 6,154,451 6,080,953 △73,498

⑤ 営業未払金 272,368 272,368 －
⑥ 未払金 314,386 314,386 －
⑦ 未払費用 489,605 489,605 －
⑧ 未払法人税等 298,537 298,537 －
⑨ 預り金 247,770 247,770 －
⑩ 従業員預り金 109,238 109,238 －

負 債 計 1,731,906 1,731,906 －
(＊)受取手形及び営業未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
① 現金及び預金、並びに② 受取手形及び営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っています。
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③ 営業保証金
時価は、帳簿価額に現価係数を乗じた価額を記載しています。

④ 差入保証金
時価は、帳簿価額に現価係数を乗じた価額を記載しています。

⑤ 営業未払金、⑥ 未払金、⑦ 未払費用、⑧ 未払法人税等、⑨ 預り金、並びに⑩ 従業員
預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 69,957

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価
を記載しておりません。
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 4,170,718 － － －

受取手形及び営業未収入金 358,935 － － －

差入保証金については、返還期日を明確に把握できないため、償還予定額には含めておりませ
ん。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 837円07銭
（2）１株当たり当期純利益 40円37銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
　2020年12月23日開催の取締役会において、株式会社宅都の株式を取得して子会社化することを決議し、
2021年３月１日付で同社の株式を取得いたしました。同社は、宅都グループの賃貸仲介事業の中核として、
大阪市内を中心に23店舗を出店しており、関西地域における高い知名度と存在感を有しております。本株式
取得を通して、株式会社宅都が有する大阪市内を中心とする事業基盤を譲り受けることによって、当社グル
ープの事業規模の拡大による経営の効率化と成長機会の獲得を目指すものです。当該株式の取得に伴い、
2021年３月期より株式会社宅都は当社の連結子会社となりました。
　当該株式は現金等997,312千円を対価として取得したものであり、今後期待される超過収益力として発生
したのれんは762,768千円となります。なお、当該のれんの金額は、企業結合日以後、決算日までの期間が
短く、企業結合日時点の識別可能資産及び負債の特定及び時価の見積りが未了であるため、取得原価の配分
が完了しておらず、暫定的に計算された金額であります。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
ア．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
イ．そ の 他 有 価 証 券 時価のないもの

移動平均法による原価法
　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 先入先出法による原価法
未 成 業 務 支 出 金 個別法による原価法
貯 蔵 品 最終仕入原価法
なお、貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によっております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に

取得した建物付属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 2～18年
構築物 10～20年
工具、器具及び備品 3～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５～10年）に基づいております。

③ リ ー ス 資 産 所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を
採用しております。
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

④ 長 期 前 払 費 用 均等償却によっております。
（3）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処
理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への
　 換算基準

外貨建金銭債権は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。

② 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

③ 完成業務高及び完成業務原価の計上基準
　 工事完成基準を採用しております。
④ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．表示方法の変更
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日 企業会計基準委
員会） を当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記
を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　株式会社宅都に係る関係会社株式 997,312千円
　当該関係会社株式は、企業買収において超過収益力等を反映して１株当たり純資産額に比べて相当高い価
額で取得した株式であり、当該関係会社の超過収益力等が減少したために実質価額が大幅に低下する状況か
否かを見積もることによって減損処理の要否を判断しております。当該超過収益力等は転居需要が従来の需
要変動の範囲内で推移するとともに、代替的な新規参入業者が当該関係会社の競争優位を著しく阻害するこ
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とはないものとの仮定に基づいております。当該見積りに使用された主な仮定は、将来の不確実な経済条件
の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に超過収益力等が見込めなくなった場合、翌事業年度
の計算書類において、関係会社株式評価損として計上することとなる可能性があります。

４．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
　新型コロナウイルス感染症による影響は、計算書類作成日現在におきましても継続しており、当社グルー
プの営業活動に影響を及ぼしております。当社グループでは、固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能
性、有価証券の評価等の会計上の見積りについて計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施して
いますが、新型コロナウイルス感染症による影響は、2021年４月23日に発令された緊急事態宣言解除後、
ワクチン接種の普及拡大を経て緩やかに回復し、翌事業年度末までに収束するものと仮定し、会計上の見積
りを行っております。
　しかし、新型コロナウイルス感染症の広がりや収束時期等の見積りには不確実性を伴うため、実際の結果
はこれらの見積りと異なる可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
（1）たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

商 品 1,519千円
未成業務支出金 4,504千円
貯 蔵 品 52,378千円

計 58,403千円
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（2）担保に供されている資産
　宅地建物取引業法に基づく営業保証金として、法務局に供託しているものは次のとおりであります。
営 業 保 証 金 960,000千円

計 960,000千円
　

（3）有形固定資産の減損損失累計額
　貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

（4）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。
営業未収入金 458,600千円
未 収 入 金 174千円
立 替 金 9千円
未 払 金 4,671千円
預 り 金 68,487千円

（5）当座貸越契約
　当社におきましては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越限度額の総額 300,000千円
借 入 実 行 残 高 －千円
差 引 額 300,000千円

　
６．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
① 営業取引による取引高
営 業 収 益 2,630,825千円
営 業 費 用 51,349千円

② 営業取引以外の取引による取引高 730千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式に関する事項

　

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
自己株式
普通株式（株） 64,238 200 17,300 47,138
（注）１．普通株式の自己株式の増加数は、特定譲渡制限付株式報酬の無償取得による増加200株でありま

す。
２．普通株式の自己株式の減少数は、特定譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分による減少

17,300株であります。

８．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
一 括 償 却 資 産 911千円
未 払 事 業 税 22,349千円
賞 与 引 当 金 195,720千円
未 払 事 業 所 税 3,315千円
退職給付引当金 202,082千円
減 損 損 失 87,192千円
資 産 除 去 債 務 37,929千円
そ の 他 27,661千円
評 価 性 引 当 金 △37,929千円
　 繰延税金資産 合計 539,232千円

　
　 繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △5,583千円
　 繰延税金負債 合計 △5,583千円
繰延税金資産の純額 533,648千円
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（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
　 原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％
（調整）
交際費等損金不算入額 1.01％
住 民 税 均 等 割 額 3.71％
評 価 性 引 当 金 0.33％
そ の 他 △0.23％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.44％
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９．関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引
　（1）子会社等

　

種 類 会社等の名称
又は氏名 所 在 地

資 本 金
又 は
出 資 金
（千円）

事業の内
容又は
職 業

議決権等
の所有
(被所有)
割合（％）

関連当事
者との
関 係

取 引 の 内 容 取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

子会社
ハウスコム
テクノロジーズ
株式会社

東 京 都
港 区 45,000 広 告

事 業
所有
直接
100.0

広 告
代理店
業 務

広 告 取 次 の
代理店手数料 1,034,375

営 業
未収入金 458,600

広告掲載に使用
する物件データ
の 作 成 料
（注２）

1,561,876 預 り金 68,487

　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針
　 広告取次の代理店手数料及び広告掲載に使用する物件データの作成料に関する取引については、市

場価格を鑑み、事業環境や収益性の変化を勘案して協議の上で取引条件を決定しております。
　
　（2）同一の親会社をもつ会社等

　

種 類 会社等の名称
又は氏名 所 在 地

資 本 金
又 は
出 資 金
（千円）

事業の内
容又は
職 業

議決権等
の所有
(被所有)
割合（％）

関連当事
者との
関 係

取 引 の 内 容 取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

同一の
親会社
を持つ
会 社

D.T.C.
REINSURANCE
LIMITED

英 領
バミューダ
諸 島

千米ドル
3,001

再保険
事 業 － 再保険

再保険引受収益
に対する配当金
（注２）

202,072 － －

　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針
再保険引受収益に対する配当金については、D.T.C.REINSURANCE LIMITEDと定めた条件により
決定しております。

　
10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 883円66銭
（2）１株当たり当期純利益 55円66銭
　
11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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